チャランケ通信　第160号　2017年1月16日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　寒波の到来、センター試験への影響軽微は何より。昭和38年受験を思いだし、「昭和は遠くなりにけり」を実感、元号も変わりそう
　今年に入って初めての本格的な寒波が日本列島を襲ったのだが、自分の住んでいる札幌では、寒さは厳しかったもののほとんど降雪もなく、東北や北陸だけでなくめったに積もらない京都や広島まで降雪によって影響を受けたようだ。被害を受けられた地域の皆様には、心よりお見舞い申し上げたい。また大学入試センター試験を受ける受験生にとっても寒波対策への準備も大変だったと思われるが、一部地域で時間に間に追わなくなった所もあったようだが、それほどの影響はなく無事に終わったことに心なしかホッとする。
小生の大学受験時代には事前の共通テストは無く、私立から国立1期、国立2期の順番で2月から4月にかけて大学ごとの試験が直接実施された。ちょうど昭和38年の入試は、「38豪雪」と言われた災害とも言える寒波にぶつかったことを覚えており、寒い中の受験だった。もうあれから半世紀以上経過しているわけで、昭和は遠くなりにけり、というところだろう。平成も30年までで、どうやら元号が変わることが大きく新聞で報道されていた。それによると、天皇の生前退位問題も、どうやら方向性を出すようだが、皇室典範の改正にまでは至らないようだ。今の天皇陛下の御意向とは異なる方向になりそうだが、どんな結論が出るのか、今週中には政府の設置した委員会の方向が出てくるとのことだ。
トランプ氏当選後初の記者会見、「醜聞・罵倒　異様な会見」(日経新聞の見出し)
　年が明け、いよいよ今週の20日にアメリカの新大統領トランプ氏の就任式である。当選してさまざまな人事が打ち出され、一方でツイッターによる一方的な情報発信が続いていたなかで、ようやく1月11日記者会見が実現した。その内容は、各種報道を読む限り大統領選挙戦の時と同じく品位の無い傲慢さに溢れたもので、自分に関する嫌な報道をしたとされる社の記者には、質問すら許さない事に象徴されるように、とても酷いものだったようだ。このままでは、とんでもない大統領になりそうだ。
　納税申告書未公表、選挙で勝ては免罪されるのか?!
　一番酷かったことは、自分の納税記録（税務申告書）を公表していない問題を追及されたことに対して、
「税務申告書は現在、会計監査中なので、提出はしない。私の税務申告書の中身を気にしているのは記者だけだ。大統領に選出されたのだから国民は税務申告書のことなど気にかけていない。それに税務申告書から得られる情報などそれほどない。」（13日付の日本経済新聞の会見要旨より）

と答えたことであり、このような人物を大統領に選出するアメリカ民主主義レベルの低下を強く感じた一コマであったと言えよう。税こそは、民主主義の土台で極めて重大な問題であり、大統領選挙戦で税務申告書を追及されても明確にしなかったからと言って、当選すれば何でも免罪されるものではあるまい。この問題は、トランプ政権のアキレス腱になって行くように思えてならない。
「利益相反」問題、トランプ政権全体の大問題、実は日本でも!
　さらに、トランプ氏が不動産王として、経済活動を手広く実施してきた経済人であることから、大統領としての政治活動と経済活動との「利益相反」問題をどうするのか、という点にも大きな焦点が当たっていた。それについてトランプ氏は、先ほどの納税申告書の問題について述べた後で次のように発言している。

　　「私の経営する会社の経理情報を見れば、かなりのことがわかり、しかも私の会社が海外でも多くの国で取引をし、予想以上に大きく力があることがわかるはずだ。この会社を2人の息子にまかせることになる。ここにある書類は息子たちに会社をまかせるために私が署名したものだ。」
　この点に関しては、「トランプ帝国」はファミリービジネスとして温存され、親族が政権運営に対して強い影響を及ぼすことが予測されるだけに、問題視する意見が出たことは当然だろう。それに対して同席したトランプ陣営の弁護士は、「利益相反を防ぐための法律は、大統領や副大統領は適用されない」（「」内は何れも日経新聞の会見要旨から引用）、と発言したようだが、今までの多くの大統領たちは大統領が正しい行いをするという信頼を前提にしているからであり、今回のトランプ氏のやり方が罷り通るようであれば、法的な規制も含めて今後とも議会などで厳しい追及にさらされる可能性がある。この点は、他の閣僚にも利益相反問題が絡んでいることもあり、世論の反応と共に人事の問題を審議する議会での動きにも注目が集まる。
英フィナンシャル・タイムス社説、トランプ政権への厳しい批判
すでに、1月13日付の英フィナンシャル・タイムス社説(日経新聞1月13日電子版)では、「トランプ氏の見下げ果てた『利益相反』への対応」と題して厳しい批判が展開されている。その冒頭の指摘をここで転載しておきたい。

　　「『良い政府』の基本原則として、ビジネスと公職の分離がある。米国は、これを世界の規範にする努力の先頭に立ってきた。米国の規定では、公職者は自分の職務上の決定に影響されうる権益は手放さなければならない。大統領には適用されない規定だが、大半の歴代大統領がそうしてきた。名誉ある伝統であり、トランプ次期大統領がそれに倣う事はとくに重要だった。自らの会社を通じて世界中に様々な資産を保有しているからだ。ところが、トランプ氏は利益相反の問題に茶番劇のような対応を取っている。（以下略）」　

粉飾決算問題、会計監査法人の定期交代制導入案はどうだろうか
　この「二律背反問題」こそは、政治と経済の問題だけでなく、今日的には経済をけん引する企業などは、見方によっては「利益相反」の塊でもある。最近でも、多くの企業で不祥事が相次いでいる。例えば、粉飾決算などは多くの巨大企業でも散見される。そうした粉飾が露呈するたびに、監査法人は一体どんな監査をしていたのか、大変問題視される事が多い。小生が議員時代に、日興コーディアル証券や日本航空の粉飾決算問題を議会で追及し、監査法人の責任問題も指摘してきた。その後、企業会計において粉飾決算問題が無くなったとは聞いていない。

かつて、会計監査のあり方について、監査法人を例えば定期的に5年に1度変えてはどうか、と問題提起をしたことがある。5年たてば、他の監査法人が監査をするとすれば、自分たちの監査が別の監査法人から試されることになるわけで、粉飾決算などは出来なくなるのではないか、という問題提起だった。というのも、監査法人の監査料は監査を受ける企業が負担をするわけで、そこに利益相反が生まれ易い構造的矛盾が出てくる危険性があるからである。残念ながら、監査法人の側だけでなく当該企業の方もコストがかかることなど色々な理由を上げて、監査法人の定期的な交代制は実現できていないのだが、是非とも一度試してみる価値があると思うのだが、どうであろうか。
アメリカ共和党の公約「国境税」問題、その意味するものは何か
もう一つ、トランプ氏が提起している問題として興味を引いたものに「国境税」というものがある。法人税の引き下げは、35％から15％へと主張してきたのだが、「国境税」とは、輸出する際には法人税分を減税し輸入する際は逆にその分増税するものだ。丁度日本の消費税（ヨーロッパでは付加価値税）で、輸出する際には国内でかかっていた消費税分を還付し、輸入する際は消費税分課税される事への対抗策として、かねてよりアメリカの共和党が選挙公約の中で導入を提起してきたものである。
この問題の専門家である森信茂樹中央大学教授によれば、この税は最新の英国税制改革レポートである「マーリーズ報告」でも、効率的な税制として高く評価されており、合理的な考え方の一つであることは認めておられる。同報告の中では、名称としては「国境税」ではなく「仕向地課税（最終消費地課税）法人税」だとされている。つまり、関税ではなく、税制なのだ。
ただし、アメリカにとって法人税が、企業の立地選択に影響しなくなることや、税制がシンプルになったり税収増といったメリットはあるものの、輸出企業優遇という国民から批判を受けやすくなるし、輸入には税がかかるため輸入ビジネスにも大きな影響を与えるなど、デメリットも多いようだ。何より、どのようにして輸出還付をしていくのか、インボイス制度がない中で不正問題が多発することも予想され、実現性について危惧されている。WTOの観点から、事実上の輸出補助金との批判がＥＵから出されると予想されているが、国境調整システムにおける法人税と消費税(付加価値税)の違いに過ぎないと反論できるので、そこは水掛け論になるだろうと森信教授は指摘されている。
今後、この問題の展開には十分注意して行くべき点かも知れない。
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